
2022 年度研究奨励交付金 B  成果報告パネル 

インドネシア国有企業に対する経済改革の実効性 

―「国家資本主義」論の再構築への展開― 

 

小西 鉄 
 

１． 背景および当初の問題意識 

国際通貨基金(IMF)などの国際金融機関は、世界各国の国有企業の健全

性の悪化や低い収益性が各国財政を圧迫しつづけており、コロナ禍でもその

傾向は加速すると警鐘を鳴らし、国有企業に対する監督強化の必要性を強

調している[IMF 1990; 2020; OECD 2018]。 

新興国インドネシアでは、政治権力と結びつく企業・

銀行への緩い監督が健全性悪化をもたらし、1998 年

のアジア経済危機の要因となったという反省から、危

機後のガバナンス改革や汚職撲滅委員会の設置によ

り企業に対する監督・監視の強化が図られてきた。国

有企業はその主たる対象であった。現在のジョコ・ウィ

ドド政権は国有企業改革に取り組むが、一連の経済

改革の導入後、国有企業に対する当局による監督や

各独立機関による監視の効果は検証されていない。 

そこで本研究では、「アジアの新興国であるインドネシアにおいて、一連の

経済改革は国有企業にどのような変化をもたらしたか」という問いを掲げた。そ

の問いの下で、下記のように先行研究分析を行ったうえで、必要な分析視角

や新たな問いおよび仮説を検討した。 

 

２．先行研究分析： 分析枠組みの再構築 

（１）「国家資本主義」論の再考： コロナ禍における国有企業政策の変化 

国有企業の動向は、「国家資本主義」論の中で議論されてきた。国家資本

主義とは、「政府が経済に主導的な役割を果たし、主として政治上の

便益を図るために市場を活用する仕組み」と定義される[ブレマー 

2011]。それによれば、一般的に、経済危機において政府は国家資本主義を

主導しない[ibid.]。しかし、新興国インドネシアでは、コロナ禍前にジョコ政権

が国家資本主義的に進めてきたインフラ開発の財政規模（GDP比 15％）を、

コロナ禍による危機の中でも同程度に維持していることが分かった[財務省デ

ータ]。また、首都移転をはじめ、国有企業主導による開発はさらに加速してい

る[Kim 2021]。コロナ禍という危機の中で、インドネシアでは国家資本主義の

運用において変化はなかったのかという疑問が浮上した。 

（２）金融政策への政府介入の分析： 財政ファイナンス圧力の傾向 

一方で、インドネシア中央銀行（以下、中銀）はコロナ禍による経

済危機への対処として、2020年 3月～2021年 3月の間に GDPの 5%

相当の大規模資産購入を実施して金融市場を安定化した。しかし、国

債を発行する新興国政府が財政確保という政治上の目的のために中

銀に対して資産購入を継続するよう圧力をかけるなど、財政ファイナ

ンスのための金融政策への政府関与のリスクが指摘されている[IMF 

2021]。だが、インドネシアにおいてそれを裏付ける分析はなく、財政

ファイナンスの可能性に関する分析が必要であることが分かった（成

果①）。そもそも、国家資本主義に関す

る研究では国有企業活用という財政政

策的な面に関する議論が中心であり、

上記のような金融政策への政府介入の

議論は欠いていることも明らかとな

った（成果②）。 

 

３．研究の展開に向けて 

（１）新たな問いと仮説： 国家資本主義の変質？ 

上記の先行研究分析により、国家資本主義の台頭とコロナ禍というグ

ローバルな現象の中で、アジアの新興国であるインドネシアの政府はど

のように経済運営を行ったのかという、より現代的な問いを明らかにす

る必要性が明らかとなった。 

こうした問いに対して、以下のような要因により、政府は国家資本主

義をより総合性のあるものへと変質させて、強硬に運用したのではない

か、という仮説が考えられる。すなわち、①政府による国有企業の活用

は、コロナ禍の危機での雇用創出のためだったのではないか。そのため

に、②コロナ禍前の世界的な金融緩和に加え、コロナ禍の危機で製造業

が停滞したことによってダブついた外資の資金だけではなく、③経済ナ

ショナリズムの要請に基づいて国家財政からも支出するために、中銀に

対して財政ファイナンスの圧力をかけたのではないか――。 

（２）分析枠組みの再構築：金融政策への介入に関する分析の追加 

この仮説を検証するため

に、今後は、現政権がコロ

ナ禍以前から取り組んでき

た国有企業の活用の分析に

加え、金融政策への政府関

与の可能性も対象に含め

て、フィールドワークによ

る調査分析を行う（右図）。 

これらの分析を通して、コロナ禍前後での新興国インドネシアにおけ

る国家資本主義の運用の変化を捉えようというものである。 
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